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2024年能登半島地震

気象庁作成の図に，同庁発表情報を付加して作成

広範囲に多様な被害
地震災害で考えられうるほとん
ど全ての被害が発⽣
• 激震による住家損壊／⽕災
• 津波浸⽔
• 液状化・⼟砂災害・隆起
• 道路の⼨断／上下⽔道の損傷
⼈的被害と住家被害
• 死者・⾏⽅不明：248名
• 負傷者：1,302名
• 住家被害：118,029棟
• 全半壊：27,028棟
（新潟県：3,089＝液状化）

• 奥能登では世帯数を超える住
家被害➡空き家／付属屋も

志賀原発避難ルート11路線中７ルー
トが通⾏付加➡原発避難計画破綻
⻑期の断⽔＝敷地内は被災者ま
かせ
医療従事者の不⾜／⾏政職員の
疲弊



⾒えない被災者

「⽯川県創造的復興プラン」10ページ
の棒グラフ間隔を調整して作成

被災者のくらしの実態が⾒えない＝最⼤の問題
「避難所ガチャ」とも⾔われた不均等処遇
• １次避難所の個別実態は不明確
• ダンボールベッドやパーティションを断る避難所も
• ⾷事の苦情も相次ぐ
• ⾃主避難所の実態も不明
⺠間丸投げの２次避難所
• 1.5次避難所から２次へのマッチングはJTB
＝県は，被災者と避難先を紐付けせず

• 基準引き上げにも関わらず処遇の不均⼀
⾃主避難者の把握は⼀層困難
⾒守り困難なみなし仮設
エアコンの無い住宅／⼿続き遅れで被災者が家賃⽴替／⽣活家
電購⼊補助も未⽀給が多い
建設型仮設の⼊居は始まったが
進まないコミュニティ形成／使⽤されない集会所
⼀層⾒えない在宅被災者：電話・LINEで連絡先登録
登録先が増える中で，「親戚宅」59％前後，「⾃宅」38％前後
で推移➡ 在宅者が⾃ら連絡先登録をしているのは重要
県データベース登録者（４⽉９⽇以後，内訳未発表）
被災６市町登録者11.6万⼈（６/17，93％，6市町居住10.7万⼈）
依然８千⼈が所在不明
被災者⽀援の不均⼀は災害救助法の無理解に起因



深刻な復旧の遅れ 圧倒的なリソース不⾜
遅々と進まない公費解体
• 申請数（5/8）11,352棟
• 完了棟数139棟（緊急解体含む，完了率
1.2%），⾃費解体済みを含め211棟

不⾜する建設・⼟⽊・設備事業者
• 少⼦⾼齢化・過疎化＝地元専⾨業者の著しい
減少。重機調達不能

• 域外調達の困難性
• 宿泊所等現地受け⼊れ条件の⽋如
• 現地雇⽤可能る労働⼒不⾜
• つなぎ資⾦の調達困難

ボランティア不⾜＝尾を引く抑制の悪影響
• ３ヶ⽉経過時点で述べ５万⼈＝熊本地震の２
分の１

応援職員派遣の不⼗分性
• ⽯川県内13市町村に述べ73,305⼈⽇
• 必要な規模に及ばない＝派遣元の職員不⾜
短期回転型救急救命中⼼の医療⽀援
• D-MATなどの基本は３泊４⽇
• 災害医療専任ではないのでやむをえない
中⻑期的な復旧⾒通しが持てない地元医療機関
• 将来⼈⼝の不安の中で再建計画作成に躊躇

「能登半島地震で⻑引く復興 災害対応「途上国化」の危機」⽇経電⼦版，2024年6⽉28⽇より



能登復興にまつわる不吉な影
国防⼀体型復興！？惨事便乗を隠さない
県知事の姿勢
• 被災者の命，くらし，⼈権を守る視点，意思を全く
⽰さなかった「創造的復興プラン⾻⼦案」と，第⼆
回県復旧・復興本部会議の質疑（2034/3/28）
• 被災者の意思も問わず「能登にもどす」という上から
⽬線

• 創造的復興＝能登ブランド価値の向上：あからさまな
惨事便乗

• リーディング・プロジェクトは，インバウンド呼び込
み，イベント重視，インフラ整備への傾斜

• 馳知事は，第⼆回本部会議まとめ発⾔で，「国防⼀
体型復興」の視点の重要性を強調
強靭化を⽬指す以上は、…半島における災害と国防とを⼀
体的に考えていく必要もございます。…今後どういう機能
を、輪島分屯地や能登空港において持つべきなのか…も、
意識していただければありがたい。

能登復興における「集約的まちづくり」
の必要を説いた財政審分科会
• 復旧・復興にあたっては、過去の…事例も教訓に、…
⼈⼝減少局⾯にある中、将来の需要減少や、維持管理
コストも念頭に置きながら、住⺠の⽅々の意向を踏ま
え…集約的なまちづくりやインフラ整備の在り⽅も含
めて、⼗分な検討が必要（2024/4/9）
• 財政審分科会が問題とするのは，東⽇本⼤震災の⼟地区画
整理事業地の未利⽤地の多さ（特に利⽤率の低い４地区を
地区名を伏せて例⽰）。

• 災害リスクの⾼い地区（各種危険区域等）への被害集
中に着⽬し，⼟地利⽤規制で居住⽴地誘導（災害リスク
の低い地区への集約化）の必要を強調。
• 液状化リスクの⾼い地区への⽴地規制の⽋如に警鐘

• 建設業の衰退の中で公共⼯事労務単価の上昇から，⺠
間投資を抑制するクラウディングアウトを強く懸念
＝復旧より⺠間投資を優先する露⾻な姿勢。



財政審分科会提⾔
の真のねらい
＝建設設計労務単価上昇
抑制（⺠間投資優先）
能登復興で「集約化」を⽰唆し
た財政審分科会資料
1. 主要国を上回る⽣産年齢⼈⼝の急
激な縮退（⾼齢化と⼈⼝減少，
p4）

2. 潜在成⻑⼒低迷（p5）
3. 積極財政（債務増加）が経済成⻑
とリンクしない（p6）

4. 主要国を上回る⺠間投資の低迷
（魅⼒ある投資先がない，p13）

5. 実質賃⾦低迷と労働市場硬直化
（p14）

6. 産業分野への過剰な財政⽀援や
ODAへの警戒感（世界経済の断⽚
化の懸念，pp20-25）

7. ⼈⼝減少の地域的不均衡とインフ
ラ整備の費⽤便益低下（pp28-31）

この流れで⾶び出した「集約化」 財政制度審議会財政制度分科会資料，2024年４⽉９⽇，p35



緊急アピール
被災者主体の復興の
道を⽬指して
国交省計画策定⽀援スキーム

東⽇本⼤震災時，国交省直轄調査が事業ありき復興復
興に道を開き，被災者分断と対⽴を⽣んだ苦い記憶

緊急アピール４項⽬要望



⽯川県創造的復興プラン
• ⽂⾔上，「集約化」や「国防⼀体型復興」は回避
• 惨事便乗のトーンを薄める
• 「のと未来トーク」など少数ながら被災者の発⾔に配慮
• リーディングプロジェクトを施策４本柱内からのピック
アップ型に組み替え

• 避難⽣活や復旧が⻑期にわたるのは確実なのに，被
災者の命・くらし・⼈権を守る姿勢は依然⽋如



⾃⽴型コミュニティーづくりを妨げる⼆拠点居住推進
⼆拠点居住（⼀般的には「⼆地域居
住」，法律上は「特定居住」）
• 根拠法：改正広域的地域活性化基盤整備法（2024年

５⽉成⽴，６ヶ⽉以内に施⾏）
• 県・市町村連携による⼆地域居住（特定居住）推進
• 県：広域的地域活性化基盤整備計画に特定居住拠点施設

＋特定居住重点地区（社会資本整備総合交付⾦）
• 市町村：特定居住促進計画の策定／県に対する整備計画

策定の提案
• 特定居住基本⽅針（地域の⽅針，求める特定居住者像等）
• 特定居住拠点施設整備
• 特定居住者の利便性向上・就業機会⽀援施設整備

• 官⺠連携による⼆地域居住（特定居住）促進
• 市町村：特定居住⽀援法⼈（NPO・不動産業等）の指定＋
情報提供（空家・仕事・イベント）

• 特定居住⽀援法⼈：すまい・なりわい・コミュニティ⽀援
／市町村に計画策定・変更提案

• 関係者連携：特定居住推進協議会設置
• 特定居住促進計画策定等に関する協議
• 想定構成員：市町村，県，特定居住⽀援法⼈，不動産業
者，地域住⺠，交通事業者，商⼯会議所，農協等

特定居住は，都市居住者の⼀時居住＝被災
地再⽣・定住環境整備に背をむけるもの
• 特定居住：当該地域外に住所を有する者が定期的な滞
在のため当該地域内に居所を定めること（法第2条）
• 住⺠登録は他市町村＝納税義務も選挙権もなく，市町村
政に関与しない（住⺠意識が希薄に）
• 特定居住可能者の限定性：特殊な就労形態・家計状態
• 特定居住継続は任意

• 期待薄な復興貢献
• 空家の活⽤：空き家対策総合⽀援事業／空き家再⽣等推
進事業（社総交）➡除却・取得（除く⼟地）・改修
• 市町村・所有者・⺠間事業者に費⽤負担
• 維持費に対する補助はない➡維持費を賄うだけの稼働率を
期待できるか。

• テレワーク拠点・ワーケーション拠点整備も集約化（コ
ンパクト化，⽴地適正化）が前提

財政審分科会の提起に⾒るように，国の財政当局の本⾳
は公共事業の抑制＝建設設計労務単価の上昇に⻭⽌め
＝⺠間資本の⽣産財投資の圧迫（クラウディングアウ
ト）を防ぐ。



⾃⽴型コミュニティーづくりに向けて
今，脅かされている，命，くらし，⼈権
を守る伴⾛型システムを
① 公費解体の遅れ，貧弱な住宅再建・補修⽀援など
により，広域避難，在宅避難，仮設住宅居住の⻑
期化は不可避 ➡ 避難⽣活と⽣活再建途上における
命とくらし，⼈権保障こそ最優先課題
＝期限を区切らず，被災者の状況の変化に応じて，

その時々に必要とされる⽀援を，全ての被災者に
届ける覚悟と，⼿段，体制の整備

② 「⾒えない被災者」の可視化とその情報共有
➡ ⽀援に必要なリソース（ひと・もの・かね）の
定量化 ➡ 情報発信

③ 物理的・⼼理的に孤⽴状態にある被災者のコミュ
ニケーションを取り持つ（寄り添い）

④ 他分野の専⾨家の助けも得て，被災者⼀⼈ひとり
（世帯ではなく，個⼈）の意向を取りまとめ
➡ 地域の復興像を育むボトムアップのシステムの
構築

被災者に寄り添い⼀⼈ひとりの必要（本⼈が⾃覚して
いないもの，⾃ら表現しないものも）を解決に導く伴
⾛型⽀援＝災害ケースマネジメント

⽴場の違いを超え，全ての⼈の内なる声に
⽿を傾けて，「参加」を築く
• 強固な伝統コミュニティが根付く奥能登の集落
• 北前船の経由地として栄えた豊かさと「結い」の伝統
• 反⾯，強固な男性優位の社会関係
• 集落関連携，官⺠連携の難しさも
＝⾃⽴型コミュニティの基礎はすでにあるが，現代⺠
主主義の視点で適切な⾃治運営には克服すべき課題
• 家庭内で家⻑の権威を乗り越えて，世代間連携（再建には
親⼦ローンの活⽤も不可避），⼥性や⼦ども意思の尊重を
どのようにはかるか。

• 集落⾃治に⼥性や⼦どもの意思を反映するチャネルをど
う築くか

• 複数の集落に共通の課題，単⼀集落では実現できない
が，それぞれの特⾊を⽣かして補い合えば実現できる課
題・機能を⾒出して連携する意思をどうやって培うか

• 外部の知恵を受け⼊れる度量を持ち，⾃らの集落の恵み
を分ちあう寛容さをどう育むか

⾃尊感情と他者の尊重，違いを受け⼊れつつ，⾃らの主
体性を損なわないことが肝⼼（思いやりとねぎらい）
⽀援側も，押し付けず，しかし鵜呑みにしない



住⺠意向に⽴脚した集団移転̶̶気仙沼市唐桑町只越地区
只越地区の住⺠協議
只越地区復興協議会：集団移転に対する住⺠意⾒の集
約の場 ➡ 協議会会⻑の⽀援要請に応え神⼾まちづく
り研究所の野崎隆⼀⽒らが⽀援（野崎チーム）
• 野崎チーム：まちづくりプランナー，コーディネー
タ，弁護⼠らによる混成チーム

• 協議会の進⾏サポート
• ⿊板への発⾔内容の書き出しと関連付け
• 議事録作成と協議会⽋席者への議事内容の周知＝地区構
成員の全員での情報共有

• 建築⼠・弁護⼠ペアによる個別ヒアリング
• 世帯別に住宅再建意向（持家新築，災害公営）の聴取
• 家族全員参加を原則：夫婦間の意⾒の相違の克服，⼦ど
も夫婦の意向確認（親⼦ローン活⽤には必須）

• 専⾨家の情報が家族の意向調整に効果
• 地区構成員全体で再建意向の全体像を共有＝地区将来イ

メージ検討の基盤に
• 住まいの再建意向が出揃うタイミングの⼀致は住⺠

協議の円滑な進展を保証
➡ タイミングのずれは，判断に躊躇する被災者の
取り残しを招く：コミュニティ内部に軋轢

住⺠協議が持つ意義
• 協議による合意＝地域の意向➡ 公平性に縛られ個別要
望に慎重姿勢を崩さない⾏政から柔軟な対応を引き出
すことが可能に
ex) 災害公営住宅敷地内における⿂を捌く施設の設置

• 事業の異なる防災集団移転事業（防集）と災害公営住
宅整備事業の進⾏調整への住⺠意向の反映
＝住⺠意向を反映して共⽤施設の柔軟な設計変更を⾏
い実現させるには，フェーズの異なる事業間調整が
必要 ➡ 説明会とフィードバックの積み重ね
（事業ごとの進⾏応じた説明会と事業間調整の同時
進⾏）
• 県⼟⽊部職員や⼟⽊コンサルタントの協議会（説明会）参
加

• 住⺠協議による宅地区画マッチング
住⺠協議の機能化＝住⺠意向に基づく防集事業の実現
（取り残さないまちづくり事業）

① 共同体⾃治の伝統
② 住⺠意向の可視化とリアルタイム共有
③ 事業制度，⽀援内容，適⽤要件などの正確な情報の提供と

共有



住⺠主体の移転元地活⽤事業̶̶雄勝花物語による⼈間復興
雄勝ガーデンパーク事業の取組み経緯 事業活⽤スキーム（推進協議会会⻑・徳⽔博志さん）
2015年 雄勝花物語・⽯巻観光協会による移転元地利活⽤案の提案
2016年 千葉⼤学園芸学部秋⽥研究室による移転元地利活⽤案の提案
2017年 雄勝ガーデンパーク構想（WGで認知），雄勝総合⽀所も構想

受け⼊れ
2018年 雄勝花物語，復興庁⽀援事業「地域づくりハンズオン⽀援事

業」に申請し受託
南三陸観光バス(後に名称変更：ぽちゃぐり農園)，モリウミ
アス，雄勝スターズ，JOCCOサークル雄勝とともに移転元地
利活⽤案を検討。

2019年
４⽉

雄勝花物語，モリウミアス，南三陸観光バスとともに⽯巻市⻑
に復興庁⽀援事業の成果報告
復興庁参事官同席。ガーデンパーク構想を⽯巻市認知。

2019年 雄勝花物語，市復興政策課の助⾔を得て復興庁⽀援事業「⼟地
利活⽤モデル調査⽀援事業」申請し受託
モリウミアス，南三陸観光バス，⽯巻市役所復興政策課，雄
勝総合⽀所参加

2020年 雄勝ガーデンパーク策定準備会設置（復興政策課、雄勝総合⽀
所、⺠間５団体他）

2021年
5⽉ 雄勝花物語，復興庁⽀援事業「⼟地活⽤ハンズオン⽀援事業」

申請し受託
６⽉ 雄勝ガーデンパーク推進協議会の設⽴

• モリウミアス・ブドウ園：農地利⽤（10
円／㎡），他は無償：地区共同利⽤

• 未活⽤地：官⺠連携活⽤地＝通常の貸付
地賃料（上限120万円／年）を協議会が
受けて管理

• 市は草刈り費⽤削減，住⺠は産廃業
者島の参⼊阻⽌

地域に残った被災住⺠主導で移転元地を活
⽤したコミュニティビジネスを設⽴


